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ࣾձ΍ۀاの
σδλϧτϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯを௨͡て
มԽのܹし͍࣌୅のະདྷを੾Γ୓͘
IT（情報技術）が業務プロセスの効率化に貢献する時代から、
IT を駆使してビジネスモデルそのものを変貌させる時代へ。

世界のあるべき姿を見据え、時代や社会の変化を予測・洞察し
デジタルトランスフォーメーション（DX）でどんな未来を創り出せるのか。

DX によるビジネスモデルの変革は、一部の先駆的企業だけでなく
もはや、すべての企業の課題。

一朝一夕で成し得るものではなく、中長期のビジョンと経営戦略に基づく意思決定や、
多くの社員や業務を巻き込んだ挑戦が必要です。

未来はわからない。見えない。それなら思い切って創ってしまおう。

NRI グループは「未来創発」を企業理念に掲げ、
企業の生き残りをかけたデジタル化への挑戦に伴走し、
イノベーションを起こす力で未来を切り拓きます。

ະདྷを૑Δબ୒を、ͦ͜ࠓ
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͞ΒʹՃ଎͢Δ%9౤ࢿ
΁のۀاΊ�º�कΓのσδλϧ߈
มֵをࢧԉ
IT が単なるビジネス効率化のツールではなく、ビジ
ネスモデル変革のための重要な手段であること
は、今や企業経営者にも幅広く認知されるよ
うになりました。野村総合研究所（NRI）で
は 2010 年頃から DX 関連のコンサルティ
ングが徐々に増加していましたが、ここ
数年、その成果を具体化する IT 投資
プロジェクトの実施が幅広い業種・業
態で急拡大しています。NRI は経営
戦略・業務改革から新技術の活用、
システムの安心・安全な運用まで
多彩な人材とスキルでお客さまの
DX 推進を支援します。

/3* のσジタϧトランスϑΥーϝーション าΉʹڞ
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/3*�Ͱ͸、組৫ԣஅͰσδλϧؔ࿈のऔΓ組みをڧԽ

Ϗδωε価஋を֦େ͢Δ、σδλϧؔ࿈のओなαʔϏεˍιリュʔγϣϯ

デジタルクリニック
デジタル活用に向けて、何から着手すべきかを、診断結果をもとにご案内します。
●導入済みまたは検討中のツールをNRI のデジタルフレームワークに添って可視化します。
●�パブリックDMP（データ・マネジメント・プラットフォーム）の適用によって、�お客さまのサイトの
現状を診断します。

ワンストップ
デジタルマーケティング

ツール導入はもちろんのこと、導入後の施策実行、データ分析、A ⁄ Bテスト、機能改善などPCDA
サイクルを回す支援をワンストップで提供します。
●NRI ならではの中立的な立場で、要件に応じた最適なツールを導入します。
●マーケティングのニーズを把握し、データ分析や施策支援をします。

TRAINA ／トレイナ
NRI の長年にわたる自然言語処理技術の研究成果と、業務改革ノウハウの集大成として開発された
独自のソリューションです。
AI�×�コトバ（あいことば）により、さまざまな経営課題の解決、業務効率の向上を強力にサポート
します。

Brierley LoyaltyWare®
［brierley + partners］

Brierley�LoyaltyWare®は、CRM ⁄ ロイヤリティマーケティングを迅速に立ち上げ、的確に運用
するためのパッケージ・ソリューションです。あらゆるチャネルにおけるお客さまの購買や、その
他のアクション、コミュニケーションに関するデータを手軽に統合し、業種や業態にあわせた独自
のロイヤリティプログラムを実現します。

bit Labs

bit�Labs は、NRI のエンジニアリング基盤をベースにデジタル変革を実現するための「ソフトウェア
開発」をサポートします。
● �最新テクノロジーを活用したデジタルサービス開発を支援します。
●�デリバリーの高速化を目指す IT 部門向けにアジャイルプロセス導入を支援します。
●�アジリティの高い開発チームをPoCや新規事業開発の現場に派遣します。

デジタル基盤イノベーション本部内に設置した
AI�tech�lab.にて、概念検証（PoC）などを通じ、
グループ横断でAIエンジニアを育成しています。

AI

AI や IoTなどの技術を駆使し、
API 連携などを通じて、例えば、
金融分野と非金融分野の架け
橋を創るなど、「新しい経済圏・
社会インフラ」の実現に取り組
んでいます。

ブロックチェーン
高度データサイエンティストお
よびその候補者の育成、社外
とも連携しながら、データ解
析の知見・ノウハウを集積して
います。

アナリティクス

DXを加速するために、アイデア
を生み、試行し、具現化するプ
ロセス・場として国内外の大学
と連携。大学をハブとした協業
ネットワークを形成しています。

産学連携
どこからでも働ける、社内外を
問わないIT環境の構築にチャレ
ンジし、ビジネスのイノベーショ
ンを支える社員の「働き方改革」
を積極的に行っています。

デジタルワークプレイス

産学連携 デジタルワーク
プレイス

ブロック
チェーン アナリティクス

AI

/3*

ʮίϯιリュʔγϣϯʯのఏڙͰ/3*͸͓٬͞·の%9 ਪਐをࢧԉ
NRI では、企業のDXに向けた取り組みについて、既存ビジネスの業務プロセス変革に寄与するDXを「DX1.0」、デジタルで新しい
ビジネスモデルを生み出すDXを「DX2.0」と定義しています。

DXを実現するためには、業務プロセス変革やビジネスモデル創造、そして、それらを実現する ITを同時並行で、共に議論しながら、
かつ、スピーディーに実装できる戦略パートナーが必要です。NRI は、コンサルティングと ITソリューションの人材と機能を併せ持ち、
お客さまと併走し、お客さまと仮説検証を繰り返しながらビジネスを創出する「コンソリューション」の提供を強みとして、DXの
実現を推進します。

NRI のデジタルビジネス戦略

デジタル
エコシステム

エコシステムを目指した業種横断型プラットフォームの構築
業界横断型プラットフォーム上でエコシステムを構築

特定領域でドミナントなプラットフォームを構築
深い専門性を求められる領域（B2B）で、業界標準プラットフォームを構築

新たな
ビジネスモデルの創造

ビジネス変革
（DX2.0）

デジタル
フロント

顧客向け活動のデジタル化
デジタル広告・接客／デジタル販売／デジタル商品企画等

企業内活動のデジタル化
RPAによる業務効率化、デジタルSCM改革等

デジタル技術で
ビジネスモデルを高度化

プロセス変革
（DX1.0）

デジタル
バック

デジタルソリューション・
技術基盤

データ分析・AI 等の技術面で、IP 獲得・共有化を推進
業छԣஅσδλルج൫



7デジタルが拓く近未来6 デジタルが拓く近未来

ઑͬͨΞΠσΞをΧλνʹ
の࿮を௒͑ͨۀا
૑΁のऔΓ組みڞ
デジタル社会の到来を背景に、「ビジネスを IT 化」
する時代から、「IT によってビジネスを創り出
す」時代へ。この流れを加速するために、
NRI はさまざまな企業と協業で事業を推
進しています。質の良いアイデアを持つ
企業と、事業化に向けた実現手法を
持つ企業とがオープンに共創するこ
とで、多様な人材が総力を結集し、
これまでの常識を打ち破る新しい
価値を次 と々生み出しています。

/3* のσジタϧトランスϑΥーϝーション ૑Δʹڞ

/3*の૯合ྗをσδλϧྖҬʹ݁ूし、༏Εͨڝ૪ྗをۀاͭ࣋΁��ʻ৘ใެ։ॱʼ

日本航空とNRI の共同開発により、通常よりも少ないマイルで、ランダムに表示された
4つの行き先候補の「どこか」に行ける国内線特典航空券サービスで、NRI が保有する
特許を元に開発されたアルゴリズムが組み込まれています。必要なマイルは通常の半分
以下の 6,000 マイル。
これまで特典航空券の必要マイル数に満たなかった顧客の旅行機会を拡大するとともに、
日本各地の魅力の再発見や、地域活性化にもつなげることを目的として、2016 年 12 月
にサービスを開始しました。

೔ຊۭߤと/3*のڞ૑Ͱ೔ຊのັྗをݟൃ࠶ɾ஍Ҭを׆性Խ
ど͔͜ʹϚΠϧɹXXX�KBM�DP�KQ�KNC�EPLPLBOJ�

σδλϧのྗͰ৽し͍Ϗδωε、৽し͍ࣾձのύϥμΠϜをݗҾ

仮想通貨のみならず、金融をはじめとするさまざまな分野において、ブロックチェーン技術が注目を集めています。ブロックチェーン技術には、
改竄されにくく、可用性が高いなどのメリットがある一方、システムのどこかに脆弱性があった場合にサイバー攻撃を受けると、被害の回復
は非常に困難となります。
NRIセキュアテクノロジーズは、ブロックチェーン技術を活用する際に重要な技術要素である「スマートコントラクト」をはじめ、ブロックチェー
ンに特有のさまざまな技術要素や、ブロックチェーンを利用したシステム全体に対するセキュリティ診断サービスを日本で初めて提供しています。

೔ຊॳのϒϩοΫνΣʔϯ਍அαʔϏε
୅ʹ͔ܽせな͍ϒϩοΫνΣʔϯの҆全を୲อɹXXX�OSJ�TFDVSF�DP�KQ�TFSWJDF�BTTFTTNFOU�CMPDLDIBJO�IUNM࣌%9

NRIは、米国のFTFニュース・テクノロジー・イノベーションアワード2018のBest�Artificial�Intelligence�(A.I.)�Initiative部門で受賞しました。
この受賞は、NRI の 2017年における人工知能（AI）を用いた実証実験や、ソリューション導入実績が評価されたものです。
この賞は、金融関連の専門メディアであるFinancial�Technologies�Forum（FTF）が主宰し、金融テクノロジー会社、サービスプロバイダー
及び監査機関を対象に、この1年間の功績をたたえることを目的としたもので、金融業界内では広く認知されています。

"*を༻͍ͨιリュʔγϣϯಋೖ実੷౳͕評価͞Ε、ถࠃͰΞϫʔυをड৆
ۚ༥機ؔのσδλϧτϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯをࢧԉ

NRIのグループ会社ブライアリー・
アンド・パートナーズ（米国）の
日本拠点。米国でNo.1の評価を
得ているCRM ⁄ ロイヤリティマーケティング事業を日本
および東南アジアで本格的に展開するために設立。
ロイヤリティマーケティングに特化した企業は日本初で
あり、高品質なデジタルマーケティング・ソリューション
の提供を通じて、数多くの業界で CRM ⁄ ロイヤリティ
戦略のイノベーションを実現しています。

BSieSleZ�1BStOeST�+BQBO
XXX�CSJFSMFZ�KQ�

NRIグループ各社や国内外のパー
トナー企業と連携しながら、多岐
にわたる能力と多様な業界にお
ける経験を結集し、デジタルの力を活用して企業・団体の
事業変革を支援するため、NRI デジタルを設立しました。
コンサルタントとシステムエンジニアをひとつの組織に
集め、オープンイノベーションを起こしやすい場とし、「デジ
タルビジネスコンサルティング」「デジタル ITソリューション」
「デジタルアナリティクス」の3つのサービスを提供します。

/3*σδλϧ
XXX�OSJ�EJHJUBM�KQ�

ビットリアルティが運営する
「bitREALTY（ビットリアルティ）」
は、不動産アセットマネジメント
業界における独立系最大手であるケネディクスと、金融 IT
ソリューション分野で数多くの実績があるNRI が構築した
オンライン不動産投資プラットフォームです。
インターネットを通じて、これまで一部の投資家に限られ
ていた、非上場の不動産ファンドへの投資機会を提供する
ことで、より広い投資家層の資産運用をサポート。不動産
の専門家による目利きと高い透明性を維持しつつ、最先端
の ITに支えられたプラットフォームを活用して、株式や
債券投資に対する「本当のオルタナティブ投資の手段」を
スマートに提供します。

ϏοτリΞϧティ
XXX�CJU�SFBMUZ�DPN�

KDDI と NRI の合弁会社である
KDDI デジタルデザインは、NRI
の戦略コンサルティングとシステ
ムインテグレーション力、そして
KDDI の次世代ネットワークや IoT プラットフォームの
構築力など、双方の持つ強みを活かし、企業の DXを
戦略立案から、事業化検証、システム構築まで一貫して
支援します。DXにより、企業の IT 投資が、売上拡大や
新サービスにつながる「ビジネス IT」にシフトしていく中、
早期のビジネス実現と成果拡大に焦点を当て、社会や
産業の発展に貢献しています。

,%%*σδλϧσβΠϯ
XXX�L�EJHJUBMEFTJHO�DPN�

近年のデジタル化の潮流を受け、
製造業におけるサービスの提供
形態やお客さまとの関わり方に
おける可能性が無限に広がり続ける中、AIや IoTなど関連
技術の重要性が一段と高まっています。こうした状況を背景
に、機械・加工・ソフトウェアに関して高度な技術を持つ
DMG森精機とNRIは、合弁でテクニウムを設立しました。
デジタル技術を用いて、工場などにおける生産設備の高度
な活用を支援するシステム・サービスを専門に提供。デジ
タル技術を用いたトータル・ソリューション・プロバイダと
して、両社のノウハウを融合させた新たなサービスを通じ、
製造業の発展に貢献していく考えです。

テΫχ΢Ϝ
XXX�UFDIOJVN�OFU�

NRI グループの情報セキュリティ専門企業である NRI
セキュアテクノロジーズは、株式会社デンソーと車載電
子製品のセキュリティ診断を中心としたサイバーセキュ
リティ事業を行う合弁会社として、株式会社 NDIAS�
（エヌディアス）を 2018 年 12 月に設立することに合意
しました。
自動運転の実用化やコネクティッドカーの普及に伴い、
自動車向けのサイバーセキュリティ対策が重要になって
きています。新会社は、自動車の開発段階から量産後
の対応に至るまで、車載電子製品のセキュリティ診断
およびコンサルティングサービスを一貫して提供してい
きます。

/%*"4
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Πϊϕʔγϣϯのώϯτ͕͜͜ʹ

DXで価値連鎖を創出
ʙࣾձ΍ۀ࢈をಈ͔͢
/3*のWeCϝσィΞ�ʮ/3*δϟʔφϧʯʙ

NRI�ジャーナルはこちら　www.nri.com/jp/journal/

テクノロジーやビジネス、社会動向など、さまざまな切り口で、イノベーション
のヒントとなる情報を提供している「NRI ジャーナル」。ここで記事として配信
されるたくさんの取り組みに見られるように、さまざまな領域で、既存の枠組
みや常識を越える挑戦が続いています。世界的に大きな潮流となっている DX
もその一つ。NRI グループの幅広い知見に基づく考察と提言が、読者のみな
さまと共に一歩先へと踏み出し、より活力ある未来社会を共
創するための入り口となりますよう、努めてまいります。本冊
子では、これまで掲載した中から、今お伝えしたい最新のテー
マや動向をご紹介します。

ʮσδλϧ͕୓ۙ͘ະདྷʯϩʔυϚοϓ
NRI 未来創発フォーラムのテーマ 3カ年計画
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ʮσδλϧ͕୓ۙ͘ະདྷʯを
テʔϚʹ/3*͕ఏ͢ݴΔ
ະདྷࣾձ૾をઐ໳Ոとڞʹٞ࿦
NRI は企業理念「未来創発」に基づき、社内外
の専門家・有識者による日本や世界の未来の
姿を考えるために、「デジタルが拓く近未来」
を 3 年間の共通テーマに掲げ、「NRI 未来
創発フォーラム」を、2017 年から毎年
秋に開催しています。
AI や IoT などの技術革新が進み、

「デジタルエコノミー」が世界各地
で同時に立ち上がっている環境下
で、多くの企業は経営や事業を
従来とは全く異なるものにつく
り変えていくことが求められて
います。

/3* のσジタϧトランスϑΥーϝーション ਐԽ͢Δʹڞ

ʮ/3* ະདྷ૑ൃϑΥʔϥϜ 201�ʯͷجௐߨԋͷ༷ࢠ
໺ଜ૯߹ڀݚॴɹ୅දऔక໾ࣾ௕ɹࠑຊਉޗ

ຖ೥ळʹ౦ژͰ։࠵（༧ఆ）

2017年

σδλルͰม͑Δ
೔ຊͷະདྷ
γΣΞϦϯάΤίϊϛʔͷিܸ

ୈ࢈࣍ࡾ業ֵ໋ͱݶքඅ༻θϩࣾձ

ࣾձมֵΛ੒ޭͤ͞ΔϙΠϯτ

開催済 2018年

σδλル͕ม͑Δ
業ͷະདྷ࢈

デジタルディスラプション

日本企業がとるべき事業戦略

開催済 2019年

ࣾձ�ŋ࢈�業ͷ
σδλルԽఏݴ

社会経済制度のあるべき姿

GDPを補完する定量化指標

予定

ະདྷを૑Δબ୒を、ͦ͜ࠓ
lະདྷ૑ൃzΛ企業ཧ೦ͱ͢Δ/3*Ͱ͸ɺʮσδλル͕୓ۙ͘ະདྷʯͷ࢟ʹ͍ͭͯଟ֯తͳ࡯ߟΛͬߦ
͓ͯΓɺຊॻ͸ɺͦͷڀݚ੒ՌͷୈҰ஄Ͱ͢ɻʮσδλルࢿຊओٛʯͷຊ࣭ͱɺޙࠓ૝ఆ͞ΕΔ
͠·ͷγφϦΦΛඳ͖ͭ�͍ͯͭʹ࢟ձͷࣾࡁܦ ͨɻຊॻΛखʹɺͲͷΑ͏ ͳະདྷΛ૑ͬͯ ͍͔͘ ʹ
Ͱ͍޾Λ८Β͍͚ͤͯͨͩΕ͹͍ࢥ ɻ͢

野村総合研究所　代表取締役社長　此本 臣吾

野村総合研究所が英知を結集して提言する三部作の第一弾！

「デジタル資本主義」
໺ଜ૯߹ڀݚॴ��୅දऔక໾ࣾ௕ࠑ��ຊਉޗ（؂म）ʗ�৿݈ɾ೔ߒށ೭（ஶ）ʗ�౦༸ࡁܦ৽ใࣾൃߦ
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٬とのμΠϨΫτなͭな͕Γ͕ϏδωεϞσϧをมֵ͞せΔސ

なぜ今、企業がDXに注目しているので
しょうか。
1つは、インターネットの技術やサービ
スが飛躍的に進化し、企業と消費者が
ダイレクトにつながるようになった点で
す。例えば、消費者がネットショッピング
を利用した際に会員登録をすると、企
業は誰が、どんな情報に興味を持ってい
るのかを知ることができます。このつな
がりを活かし、企業は、それぞれの消費
者に合わせた商品を提案できるように
なりました。
企業向けビジネス（BtoB）の分野でも、
同様のことが言えます。IoTにより、工場
の機械や設備を通じて企業と顧客企業
がダイレクトにつながり、設備の稼働率
や買い替えのタイミングをデータでリア
ルタイムに管理できるようになりました。
そうなると、かつてのように営業拠点や
在庫を蓄えた倉庫などのリソースを全
国的に配置する必要性が低くなります。
デジタル技術を活用することで、製造業な
どでは営業やアフターサービスの仕組み
をコンパクトにし、コストの軽いビジネス
モデルを実現できるようになります。

顧客とダイレクトにつながることで成果
を上げるためのポイントは、商品がどん
なシーンでどのように役立つのかという、
顧客にメリットのある情報を、理解しやす
い表現で商品情報にまとめ、適切に発信
できるかです。価値ある情報の提供が、
販売の拡大やリソースのコンパクト化に
つながるのです。

過去だけでなく、顧客の「今の情報」を
活用することが重要

顧客とのダイレクトなコミュニケーション
ができると、顧客の「今の情報」を収集
しやすくなります。以前から、蓄積された

過去の顧客情報を使って最適な商品を
提案することはよく行われていました。
しかし、「今、この商品を欲しがっている
のは誰か」「今、誰が何に興味を持って
いるのか」という「今の情報」は、過去の
データからは分かりません。それを知る
ことを可能にしたのがデジタル技術で
あり、特に常にユーザーの身近にある
スマートフォンが果たす役割は大きなも
のがあります。スマートフォンならではの
特性を活かした、顧客へのタイムリーな
働きかけも行われています。

デジタルの特性を活かした商品づくり

顧客とのダイレクトなつながりによるコス
トの軽いビジネスモデルの実現と、顧客の
「今の情報」を活用した売り上げアップ
は、事業会社の収益拡大に大きく貢献
するDXです。企業にとって次の課題は
「どんな商品を売るか」ということです。
顧客が欲しいと思う、これまでにない魅力
的な商品やサービスを、デジタル技術の
特性を活かして、いかに新しく創り出すか
もDXの重要なポイントです。
ある化粧品メーカーが、ユニークな女
性用化粧品サービスを開発しています。
スマートフォンで撮影した肌情報と気候
や気分の情報から、その時々の状態に
合った化粧品を顧客の手元機器から提
供できるようにしたのです。まさに、顧客の
「今の情報」を活用したデジタルならで
はの新しい商品であり、新しいビジネス
モデルと言えます。

DXの成果をどう捉えるべきか

DXは企業の成長に大いに役立つと思
われている反面、期待したほどの成果が
上がっていないと感じている企業が少な
くないのも事実です。それはなぜなので

しょうか。
1つは、売り上げの拡大といった面に目が
行きすぎて、コスト圧縮効果をあまり考慮
していないからです。売り上げは重要な
指標ですが、コストの圧縮もDXの成果
と言えます。
また、面白そうという理由からPoC
（Proof� of� Concept：概念検証）を
実施していることもありますが、取り組
む対象の見極めは大切なポイントです。
DXを推進する部門がPoCとして商品
の販売サイトをつくり、チャットなどのや
り取りをできるようにし、そこで購入する
か担当者との商談にするかを選ぶように
したケースでは、業務量が増えてしまう
ために現場の協力を得にくかったそうで
す。PoCから実際のサービスに至らない
ケースは多く、最近では「PoC疲れ」と
いう言葉がよく聞かれるようになってい
ます。DXは既存組織の変更や改革が
必要なことも少なくありません。企業全
体の取り組みとしてDXを推進できない
と、期待したほどの成果が上がらないこ
とがあります。

機械メーカーとNRIの取り組み

DXの事例の1つに、野村総合研究所
（NR I）と工作機械メーカーである
DMG森精機が2018年1月に設立し
た共同事業会社「テクニウム」がありま
す。テクニウムは、メーカーが持つ知見
をソフトウェアやサービスという形にし、
デジタルチャネルを介して提供すること
により、顧客のDXを支援しようとしてい
ます。そのサービスの企画・開発やマー
ケティングを支援しているのがNRIデジ
タルです。今後も、お客さまと共にデジタ
ルビジネスを創造していく取り組みを、
多く進めていきたいと考えています。
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औΓ組ΉσδλϧϏδωεの૑଄ʹڞ٬とސ
ʙσδλϧτϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯʹඞཁなࢹ఺と͸ʙ

Πϯλʔωοτ΍εϚʔτϑΥϯɺ*P5（*OUFSOFU�PG�5IJOHTɿϞϊͷ
Πϯλʔωοτ）ɺΫϥ΢ドαʔϏεͳͲɺσδλルٕज़͕Ϗδωε
ʹ͔ܽͤͳ͘ͳͬͨࡏݱɺ͜ΕΒΛ׆༻ͨ͠ϏδωεϞσルมֵ
ʮσδλルτϥϯεϑΥʔϝʔγϣϯ（%9）ʯ΁ͷऔΓ૊Έ͕ਐΜͰ
͍· ɻͦ͢ͷҰํͰɺ͋·Γ੒Ռ্͕͕ͬͯ ͍ͳ͍ͱ͡ײΔ企業΋
গͳ͘ͳ͍Α͏Ͱ͢ɻࠓճɺσδλルΛ׆༻ͨ͠企業ͷϏδωε
૑ग़ʹ਺ଟؔ͘Θͬͯ ͖ͨ/3* σδλルͷӍٶਖ਼࿨ࣾ௕͕ɺ%9
ͷऔΓ૊ΈΛ੒ޭͤ͞ΔϙΠϯτ͸Կ͔ΛޠΓ·͢ɻ

NRIデジタル　代表取締役社長　雨宮 正和

不動産 × 金融 × IT の力で生まれる、
新たなオルタナティブ投資の手段
ϏοτϦΞルςΟɹ
औక໾ɹ谷山 智彦
NRI 
໾һɹ立松 博史ߦࣥ

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

JAL と NRI に聞く、
「どこかにマイル」はなぜ成功したのか

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

NRI 
σδλルϏδωεσβΠϯ෦
新井 朗、中村 博之
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C9�U9 ͕ࠩ別Խのݤ

なぜ今、CX/UXが注目されるのでしょう
か。これまでのように、技術重視の製品・
サービス改善を続けていては、市場での
競争に勝つことはできません。お客さまに
どうすれば価値を届けられるかに着目し、
他社では得られない体験によって差別化
することが重要になっているからです。

では、CX/UXとUI（ユーザー・インター
フェース）の関係についてはどうでしょう
か。UIの使いやすさの品質はUXに影響
しますが、UXはインターフェースに限定
せず、製品やサービスを利用した際の体
験を指します。したがって、UXではお客
さまに心地よい体験を提供することを重
視します。例えば、ウェブサイト上での検
索や発注、商品の配送、コールセンター
への問い合わせなど、お客さまと企業の
接点はいろいろとあります。その中で一
貫性のあるトータルの体験をCX。一方
で、サイトでの関わり方、コールセンター
での関わり方など、個別接点での体験を
UXと呼ぶことが多いと思います。

UXの対象はお客さまだけでなく、営業
担当者や店舗の販売員、コールセンター
のオペレーターなどの従業員も含まれま
す。従業員のUXは接客対応の質を上げ、
最終的にCXの向上につながるからです。
また、人材の流動性が高くなり、パートや
アルバイト、外国人などを活用しなくては
ならない中で、UXは業務品質や教育コ
ストにも影響を及ぼします。

共創型アプローチで新しい価値を創出

日本企業の取り組み状況については、個
人的な印象としては、デジタル技術で何
か新しいことをやらなければと思うもの
の、何をどう活用したら成果につながる
かがわからず、模索している企業が多い

ようです。そこで、お客さまの抱える本質
的な課題やニーズを解決するための手
法である「デザインシンキング」を取り入
れようとする企業が増えていますが、言
葉だけが先行し、「これだ」という成功事
例はまだ少ないと思います。従来であれ
ば、事業環境や市場動向、技術動向の分
析から入りましたが、CX/UXのデザイン
は、お客さまのニーズ、サービスやシステ
ムから得られる価値、問題の本質を突き
詰めてみることから始めます。不確かで、
従来の延長線上にない新しいアイデア
を考えるので、デザインシンキングを用い
たプロセスが適しています。

デザインシンキングでは、ユーザーの気
持ちや行動に共感しつつ観察を行い、い
つ、どのようにユーザーが体験価値を得
られるかという仮説やシナリオを作成し
ます。それに沿って、どんな機能やサービ
スを提供するかアイデアを広げたり絞っ
たりしながら、さまざまなプロトタイプを
作ってユーザーに試してもらい、評価を
行います。この過程でコンセプトを固めて
いくのです。こうしたプロジェクトは多様
な人を巻き込む共創型アプローチを用
いることが多く、「ユーザーの体験価値を
可視化・定量化すること」、「それを関係
者間で共有し合意形成を図ること」、「短

いサイクルで継続的に検証を重ねること」
がポイントとなります。

顧客起点のマインド醸成が必要

一連のプロセスの中で、特に重要なのは、
最初に、どのお客さまを対象とし、どのよ
うな体験価値を届けたいかという共通
のゴールを関係組織間でしっかりと合意
するところです。どの部門も直接的・間接
的に体験価値に関わるので、一つのゴー
ルを設定すれば、副次的に他の目的も達
成できることが多いのです。ただし、それ
ぞれの顧客接点の最適化ではなく、接点
と接点を結んで一貫性を持たせた体験
価値の実現をトータルな「面」で考えな
くてはなりません。

そのためには、お客さまを起点に考えて
いく風土・マインドを醸成すること。それ
から、利害関係のある複数部門を統括し
て、全体として顧客接点のあり方を見て
いく組織も必要になるでしょう。そのお
役に立てればと、NRIではマインド醸成
を促すデジタルシンキング研修を行って
います。お客さまと一緒に共創型アプロー
チで、コンセプト化からソリューションへ
の落とし込み、開発までトータルで支援
をしていきたいと考えています。
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アジャイル開発の本質をひもとく 
―日本企業への導入に何が必要か―

RPA の効果的な導入と
失敗しない運用のポイント

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

NRI̞̩ ΞʔΩςΫνϟʔ
ίϯαルςΟϯά෦
物部 康介、浦田 壮一

NRI 
業࢈ ITίϯαルςΟϯά෦
市原 雄太

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

σδλϧ࣌୅のC9�U9実ݱのΞϓϩʔν
σδλルԽ͕ਐΉதͰɺ$9（ΧελϚʔɾΤΫεϖϦΤϯε）
΍69（ϢʔβʔɾΤΫεϖϦΤϯε）ͱ͍ͬ ʮͨମݧՁ஋
（ΤΫεϖϦΤϯε）ʯ͕ॏ͞ࢹΕΔΑ͏ʹͳͬͯ ͖·ͨ͠ɻ
ମݧՁ஋ͷ࣮ݱʹ͸ɺ͓٬͞·΍Ϣʔβʔͷຊ࣭తͳ
໰୊Λଊ͑ͯՁ஋Λ૑ग़͢ΔσβΠϯγϯΩϯάͷख๏
͕͔ܽͤ·ͤΜɻΑΓΑ͍ $9�69Λ࣮͢ݱΔͨΊͷ
ཹҙ఺ͱ͸ʁ�ͦͷ༗ޮͳΞϓϩʔνʹ͍ͭͯɺ/3* ͷ
Γ·͢ɻޠ͕ࢠҪްߴ

野村総合研究所　システムデザインコンサルティング部　高井 厚子
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日本では現金流通額が名目GDPに占
める比率が2割程度と、主要国の中で
突出して高い状況にあります。北欧諸国
のように現金が急速に減少することを
心配するような議論も、日本では聞かれ
ません。日本国内には現金が溢れている
といっても過言ではありません。

日本で現金利用が好まれる背景には多く
の要因が考えられますが、そのうち代表
的なものは、①個人情報に敏感で、取引
履歴を他人に捕捉されることを嫌う日本
人は、匿名性が完全に確保される現金で
の決済を好む、②他国と比べて治安が良
いため、現金を持ち運ぶことの不安が比
較的小さい、③日本銀行が現金流通に
万全を期しているため、どのような地域で
も現金が不足する事態が生じにくく、ま
た紙幣のクリーン度が高い、などです。

現金利用のコストを認識する
必要がある

このように、日本では現金を決済に利用
することに多くの人が不便を感じていな
いため、スマートフォン決済など現金以
外での決済を拡大させる誘因が生じに
くい面があります。

しかし、そのように不便なく現金を使うこ
とができるために、実は大きなコストがか
かっているのです。例えば、直接的なもの
では、紙幣・硬貨を製造するコスト、それ
を保管、輸送するコスト、また現金を取り
扱う人件費、現金を出し入れするATM
の製造費及び維持費などが挙げられます。
それらのコストは日本銀行と民間銀行が
負担していますが、最終的には現金の利
用者におおむね転嫁されていると考えら
れます。例えば日本銀行については、現
金に関わる経費の分だけ政府の歳入と

なる国庫納付金が減少しており、それは
見えにくいですが、国民の負担なのです。

米国での現金コストは
名目GDP比1％超との試算も

現金のコストを試算したものに、タフツ
大学の研究チームによる調査があります。
それによると米国での現金のコストは年
間2,000億ドル超に達します。これは名
目GDP比で1.2％にも相当します。

この調査では、現金のコストを、家計、企
業、政府の３つの部門に分けて、それぞ
れ推計されていますが、政府にとっての
コストは1,010億ドルと、個人や企業に
比べて倍以上の大きさと見積もられて
います。この内訳には、硬貨や紙幣の製
造・輸送などのコストに加えて、現金を
利用した避税行為等による税収減が含
まれています。

日本での現金コストは
16兆円超、GDP比３％との計算も

名目GDPに占める現金発行額の比率
で、日本は米国の2.5倍にも達してい

ることを踏まえると、それを単純に上記
の計算に当てはめた場合には、GDP比
3.0％、16.5兆円もののコストが毎年日
本で発生していることになります。

また現金利用のコストは、もっと広い概
念で捉える必要があります。多くの国で
現金、特に高額紙幣は犯罪に使われる
ケースが多々見られます。キャッシュレ
ス化の遅れが犯罪の発生を促し、治安
を悪化させている面があるとすれば、そ
れは社会的コストと理解できます。また、
現金の利用については、衛生面での問
題も指摘できるでしょう。紙幣や硬貨を
媒介して感染症が広がる可能性や、そ
れを利用したテロが発生する可能性も
考えられ、これも広い意味での現金利用
のコストです。

このように現金利用のコストを広い概
念で捉えた場合、それは相当な規模に
膨らむ可能性があるのです。逆に考えれ
ば、現金利用を減少させるキャッシュレ
ス化を進めることで、社会全体のコスト
を下げ、経済効率を高めることができま
す。その潜在力はかなり大きいと考えら
れます。

15デジタルが拓く近未来14 デジタルが拓く近未来
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ブロックチェーンの可能性と
セキュリティ

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

NRIηΩϡΞςΫϊϩδʔζ
田篭 照博

ブロックチェーンが、
私たちの身近になる理由
NRI
ICTϝσΟΞɾαʔϏε࢈業
ίϯαルςΟϯά෦
田中 大輔▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه
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企業 政府

米国での年間現金コストの試算

（ग़ॴ）Bhaskar Chakravorti & Benjamin D. Mazzotta, "The cost of cash in the United States",
The Institute for Business in the Global Context, The Fletcher School, Tufts University, September 2013.

キϟογュϨεԽのϝリοτを͑ߟΔ
೔ຊਓ͸খۚݱʹࡁܾޱΛར༻͢Δ͜ͱΛ࠷΋޷Ή
ར༻ʹେ͖ͳίετۚݱ͸ʹܠຽͰ͕͢ɺͦͷഎࠃ
͕͔͔ͬͯ ͍Δ͜ͱ͕े෼ʹཧղ͞Ε͍ͯͳ͍͜ͱ
΋͋ΔͰ͠ΐ͏ɻΩϟογϡϨεԽʹ͸ɺࣾձશମͷ
·ΊΔϝϦοτ͕͋Γߴ཰Λޮࡁܦ ɻ͢Τίϊϛετ
ͱ͠ ͯɺ಺֎ͷࡁܦɾۚ༥৘੎෼ੳ΍ۚ༥ɾࡒ政政ࡦ
ධՁɺϚʔέοτ෼ੳͳͲʹैͯ͠ࣄ ͖ͨ໦಺ొӳ͕
ղઆ͠· ɻ͢

野村総合研究所　エグゼクティブ・エコノミスト　木内 登英
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ҙܾࢥఆのʮ࣭ʯをվળ

「アナリティクス」は、さまざまなデータを
用いることで、企業の経営、事業、業務な
ど、幅広い領域で行われる意思決定の
質を高める取り組みです。また、業務の
生産性向上や、人材の適正配置、リスク
の予測など、さまざまな目的で用いること
が可能です。

例1：インフラ企業 
設備に設置したセンサーデータを活用
することで、従来以上に、実際の稼働状
態に適した設備投資の判断が可能にな
ります。この意思決定の高度化は、顧客
への安定したサービス提供と、コストの
適正化の両面に貢献しています。

例2：消費者向けサービス企業 
膨大なデータを活用することで、お店に
来店した顧客に、最適な商品・サービス
を薦めるだけでなく、お客さまが抱える悩
みに対して先回りの提案を行い、不満の
解消と満足度の向上を実現しています。

成果を導き出すために

アナリティクスへの注目度が高まってい
る背景の一つとして、アナリティクスが多
くの企業にとって取り組みやすいものに
なったことが挙げられます。企業が活用
できるデータの選択肢が飛躍的に増え
たことに加え、分析ツールについては、R
やPythonなどオープンソースの科学計
算言語を用いることで、コストをかけずに
最新のアルゴリズムを活用することも可
能になりました。分析基盤については、従
量課金制のクラウドサービスを活用する
ことで、初期投資を抑えながら、大量デー
タの処理が可能な分析環境を準備する
こともできます。このように、テクノロジー

の進歩に伴い、「まずはやってみよう」が
現実的に可能になったことが、最近の大
きな変化だと思います。

しかし、あるアンケート調査の結果では、
データ活用に取り組んだ企業の約4割
が、期待した効果は得られなかったと回
答しました。それでは、どうすればよいの
でしょうか。

企業がアナリティクスで成果を挙げるた
めのポイントは、次の2つです。

成果を挙げるためのポイント①
活用シナリオの具体化
データ活用のシナリオを具体的に描くこ
と。最近では、企業が活用できるデータ
の選択肢が広がったため、それらを整理・
統合するところから検討を始めるケース
が多くなっています。最終的に重要なこ
とは、データを使って何を実現するかです。
データ活用の目的とシナリオを経営課題
から紐解いて、検討の早いタイミングか
ら具体的にしておくことが重要です。

成果を挙げるためのポイント②
中核人材の育成
自社のアナリティクスを担う中核人材の
育成を、検討の初期段階から計画的に

進めていくこと。一般的に、アナリティク
スには、「ビジネス」、「データサイエンス」、
「エンジニアリング」という3つのスキル
セットが必要と言われています。これら
を全て兼ね備える人材は非常に稀有で
あるとはいえ、中核人材にはそれが必要
なのです。

個別のスキルに優れた人材の調達は、
比較的容易に行えますが、自社のビジ
ネスにまで精通した人材を獲得するこ
とは簡単ではありません。有効な進め
方の一つとして、アナリティクスに関する
PoC（Proof�of�Concept：概念検証）
を始める際に、ビジネスに関する視野が
広く、数字や統計に苦手意識のない中
核人材の候補を参画させ、実際の活動
を通じて専門性を伸ばしていく方法が
あります。

アナリティクスには幅広い専門性が求め
られるため、検討チームの組成に関して
は、過度な自前主義も丸投げも好ましく
ありません。1つ1つのステップを進め
ながら、データ活用に関するノウハウや
風土を組織として蓄積、浸透させていく
ことが、将来の競争力の源泉につながっ
ていきます。
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エンジχア
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αΠエンス

エンジχア
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個別εキϧʹಛԽしͨઐ໳ՈのدせूΊͰ͸、ΞφリティΫε͸機ೳしな͍

ඞཁ�͕́ࡐΔਓ͑ߦを͗ܨ �த֩ਓࡐ

実ݱ性の௿͍
෼ੳԾઆ

ख๏͋Γ͖の
σʔλ෼ੳ

ෆత֬なσʔλ
Ϛʔτのཁ݅

ΞυϗοΫな
σʔλՃ޻

ビジネスのわかる
データサイエンティストを目指せ！

「デジタルレイバー」との向き合い方 
―RPA を戦力化するための要諦とは？―

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

NRIγεςϜσβΠϯ
ίϯαルςΟϯά෦
沼澤 優

NRIίʔϙϨʔτΠϊϕʔγϣϯ
ίϯαルςΟϯά෦
福原 英晃

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

ΞφリティΫεをۀاのڝ૪༏Ґ性のݯઘʹ
ʙ੒Ռをಋ͖ग़͢�ͭのϙΠϯτʙ

ʮϏοάσʔλʯͱ͍͏Ωʔϫʔドʹ୅ද͞ΕΔΑ͏ʹɺ
͔ͭͯ͸ੈͷதʹ׆༻Մೳͳେྔσʔλ͕ଘ͢ࡏΔ͜
ͱࣗମʹ஫໨͕ू·Γ·͕ͨ͠ɺࡏݱ͸ɺͦ͏ͨ͠େྔ
σʔλΛʮܦӦʹͲ͏໾ཱͯΔ͔ʯʹ ؔ৺͕Ҡͬͯ ͍· ɻ͢
ͦͷऔΓ૊ΈʹෆՄܽͳػೳ ʮ͕ΞφϦςΟΫεʯͰ ɻ͢
ΞφϦςΟΫεΛಋೖ͠ɺ企業ͷڝ૪ྗڧԽΛਪਐ͢Δ
/3* ͷ໊औ࣎थ͕ɺ੒ՌΛಋ͖ग़ͨ͢ΊͷϙΠϯτΛ
ղઆ͠· ɻ͢

野村総合研究所　アナリティクス事業部　名取 滋樹
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コネクテッドカーに対するサイバー攻撃
と危険について、野口は次の3つを挙げ
ます。

「一つはテロです。遠隔操作によって、
操舵を奪う、ブレーキを効かなくする、
ドアをロックするなど、いずれも人命に関
わる危険をはらんでいます。二つ目は盗
難。車のキー（鍵）データを改ざんして、
車を自分のものにしてしまう。三つ目が
愉快犯。ウインドーの開閉やウィンカー
操作といったいたずらが考えられます」

なぜ、こうした事態が起きるのか。車がさ
まざまな外部ネットワークやデバイスと
つながるようになったことで、不正侵入さ
れれば、「車の運転などを制御する部分
が乗っ取られ、他人に遠隔から操作され
てしまうのです」と野口は指摘します。

「車両システムセキュリティ診断」
を実施

自動車メーカーは、この状況を危惧し、
数年前からセキュリティ推進室などを設
置して対策を始めています。NRIセキュ
アでは2017年5月から自動車メーカー
を対象に、「車両システムセキュリティ診
断」を始めました。同社がハッカーになり
かわって診断車の車載システムに侵入し、

エンジン、ブレーキ、ロック、ウィンカーな
どの遠隔操作を試みます。

診断項目は、制御機器の国際的なセキュ
リティ保障に関する認証制度「EDSA認
証」の基準などを取り入れつつ、同社が
網羅的に細かく設定。診断によって脆弱
性と改善案を提示し、車メーカーはそれ
らを受けて、車のセキュリティ強化につな
げていきます。

車に搭載される機器には大きく、外部の
ネットワークやデバイスとつながる「情報
系」と、ブレーキやハンドルなど車体の制
御を司る「制御系」、この二者間を分離す
る「ゲートウェイ（GW）」の3つがありま
す。情報系が外部ネットワークなどから
攻撃を受けると、GWを経由して制御系
に侵入され、攻撃者によって不正に操作
される危険があるのです。

社会インフラとして
セキュリティを監視する仕組みが必要

当面はこうしたセキュリティ診断が有効
なものの、「今後重要になるのは、セキュ
リティの監視」と野口は言います。

「これまで車の車載機器・システムは、商
品サイクルでいえば、完成して納車され

た後はリコールされない限り、そこで終
わりでした。ところがネットワークでつな
がることで、納車後も運用の必要性が出
てきました。極めて重要になるのが、不正
な攻撃がされていないかを常にチェック
する監視だと思っています」

未来社会を守る専門家集団の力

コネクテッドカーはこれから普及が進み、
2035年には発売新車の9割以上を占
めると予測されています。また自動運転
車も、走行台数や走行エリア、自動化のレ
ベルともに拡大していくでしょう。そうな
ると車載システムの通信量や外部接続
先はより増加し、ハッキングのリスクも増
大します。だからこそ「車のセキュリティ
を監視する仕組みは、車の安全な走行
を担保する未来社会の重要なインフラ
になる」と野口は言います。

「私たちはこれまで、情報セキュリティ分
野において日本で数少ない先進的な監
視サービスを提供してきました。電気や
ガス、水道などの制御系インフラシステ
ムのセキュリティについては、その重要性
が社会にまだ認識されていなかった頃か
ら警鐘を鳴らし、セキュリティ対策に努め
てきました。一方、攻撃リスクの高い金融
機関の情報システムを長らく監視し続け
てきた実績もあります。こうしたさまざま
な分野での経験を、車が安全に走行でき
る未来社会の実現に役立てていきたい
と思っています」

これらの経験を活かすことで、NRIセキュ
アは、未来の安全な車社会の実現に向
けてさらに尽力していきます。
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EUC：Electronic Control 
Unit。車に搭載されているコ
ンピューターのことで、エン
ジンやトランスミッションの
制御、ABS（アンチロック・
ブレーキ・システム）や EBD

（電子制御制動力配分システ
ム）などの制動も担っている。

情報系 制御系

ECU ECU ECUECU

ECU ECU ECUECU

ECU

ECU
WiFi、Bluetoothなど

LTEなど

GW

①個別の車載機器を対象としてセキュリティ評価を実施

②個別の車載機器の脆弱性を組み合わせて車両全体のセキュリティ評価を実施

もう一つの IoT セキュリティ 
―Industry4.0 をサイバー攻撃から守る―

セキュリティ対策の
可視化がもたらすメリット

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

NRIηΩϡΞςΫϊϩδʔζ
勝原 達也

NRIηΩϡΞςΫϊϩδʔζ
渡部 惣、森 茉莉香

▲  

શจ͸ͪ͜Βࣄه

車ࣾձ͕αΠόʔܸ߈をड͚Δ࣌୅ʹԿを͢΂͖͔
ωοτϫʔΫͱͭͳ͕ΓɺศརͳػೳΛఏ͢ڙΔίωΫςοドΧʔ͕
૿͍͑ͯ· ɻ͢2020 ೥ʹ͸͞Βʹߴ౓ͳࣗಈӡసंͷ૸ߦ΋ɺ
·ԡ͍ͯ͠͠ޙ͕ࠃ͚ͯ޲ʹٴී ɻͦ͢ͷҰํͰɺैདྷͷंʹ͸
ΒΕͳ͔ͬͨ͑ߟ αΠόʔܸ߈ͷ͕ݥةੜ͍ͯ͡· ɻ͢/3*ηΩϡΞ
ςΫϊϩδʔζ（ҎԼɺ/3*ηΩϡΞ）͸ɺ*P5ͱ͍͏ݴ༿͕Ͱ͖Δ
10೥Ҏ্લ͔ΒηΩϡϦςΟͷॏཁੑΛ༧͠ݟɺݕ౼Λଓ͚͖ͯ
·ͨ͠ɻ*P5ͷதͰ΋ɺࣗಈंͷηΩϡϦςΟٕज़Λ͖ͨͯ͠ڀݚ
/3* ηΩϡΞͷ໺ޱେีʹɺޙࠓͷंࣾձͷ҆શʹ͚ͯ޲Կ͕
ඞཁ͔Λฉ͖·ͨ͠ɻ

NRIセキュアテクノロジーズ　サイバーセキュリティ技術開発部　野口 大輔
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σδλϧٕज़Ͱ͜Ε·Ͱʹな͍ൃ૝のεキϯέΞ͕஀ੜ

Optuneは「従来のやり方に縛られない、
生活者視点での新しいビジネスモデルの
開発」、「2018年上期までの市場投入」と
いうミッションの下で、2017年1月から
急ピッチで進められました。資生堂は145
年間にわたって、美容部員によるカウンセ
リングやマルチブランド戦略を通じて個々
人の多様なニーズに応えようとしてきまし
たが、デジタル技術で商品自体をパーソナ
ライズ化する絵姿は想像できなかったと、
プロジェクトを主導してきた資生堂ジャパ
ンの川崎道文さんは言います。

同じ化粧品を常に同量を使い続けるので
はなく、「肌の状態の“揺らぎ”に合わせ
て、使う化粧品や使用量を変える」とい
う常識破りのコンセプトと、「センシング、
アナライジング、ソリューションで構成さ
れるサービスの全体像が見えてきたとき
に、IoT化でより高度なパーソナライゼー
ションが可能になる」と、川崎さんは初め
て実感できたそうです。

新しいサービスでは、まずスマートフォン用
アプリを使って肌画像を取得し、肌の状態
を測定します。そこに気候や気分などのコ
ンディション情報を加味して、クラウド上の
サーバーで分析。長年蓄積してきた皮膚
科学の知見をベースに、独自のアルゴリズ
ムを用いてセラム（美容液）とモイスチャ
ライザー（乳液）の最適な組み合わせと使
用量を割り出し、それをユーザー宅に置か
れた専用抽出マシンにリアルタイムに伝達
します。マシンには個々人に合わせた5本
のカートリッジが装着され、1,000通りを
超えるパターンで抽出。その時 の々肌環境
に合わせたお手入れが実現するのです。

1社単独では開発できないデジタル時代

とはいえ、化粧品一筋できた会社が、1年
未満の間に、カートリッジ、専用マシン、シ
ステム、サービス周りまですべて開発する
のは難易度が高かったと、ビジネスモデ
ルやシステム開発を担当した資生堂ジャ
パンの久野慶一郎さんは振り返ります。
「特に、IoTやデジタルを活用する際には、
1社の力だけで期待される価値は提供で
きません。さまざまなプロフェッショナル
企業に参画いただいて、一緒に進めるやり
方は、大きなチャレンジでした」

そこで、「ワタシプラス」や「肌パシャ」など
のシステム面を支援してきたNRIがプロ
ジェクトに参加し、システム開発なども担当。
「カートリッジ販売とサービス月額利用料
を組み合わせた新しい課金モデルを実装
するための課題や、さまざまなパートナー
との連携、要件の詰め方など、NRIの方が
細部にまで目を光らせ、主体的に動かして
くださったので、非常に助かりました」と、
久野さんは言います。

データを活かしながら
マーケティングを深化させる

ベータ版の販売から半年経った今、圧倒
的に増えたデータを活かしながら、継続
利用を促すメッセージやタイミングなど
を模索中だと、CRM※を担当する資生堂
ジャパンの近藤美鈴さんは言います。
従来のオンライン購買履歴やPOSデー
タでは、購入後の利用実態は把握できま
せんでしたが、「マシンの電源を入れ、手
を差し入れていただくことで、お客さまの

使用回数や頻度など、今までわからなかっ
たことがわかるようになります。これは、
CRMの大きな変革につながると感じて
います。ただし、既存のマーケティングの
ノウハウが通用しない未知の領域なので、
NRIさんと一緒に試行錯誤しながら、ロ
ジックを創り込んでいます」

「お客さまがどこで詰まり、何をお困りなの
かなど、みなさんとデータを眺めて議論す
るのですが、日々発見があります」と、プロ
ジェクト全般に関わり、データ解析を支援
するNRIの田辺里美は述べます。

究極のパーソナライゼーションを目指して

「Optuneは、パーソナライズの結果をお
客さまがどれだけ納得されるかでブランド
価値が大きく変わってしまう、これまでに
ない試みです。今後はアナライジングの
精度がより求められますが、そこはNRIが
十分に支援できる領域です」と、田辺は
意気込みを話します。

「仕事や子育てなどに忙しく、自分に合った
化粧品を探す時間や手間のない方にも、
常に最適なスキンケアをお届けできるよう、
現在は本格展開に向けてシステムやビジ
ネスモデルに磨きをかけています」と、川
崎さんは述べ、次のような展望を描きます。
「将来的には、例えば洗面台の前に立つ
だけで肌の状態がわかるセンシング、画像
解析技術を用いたアナライジングの強化、
海外展開など、究極のパーソナライゼーショ
ンに向けて挑戦したいと思っています」
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資生堂ジャパン��ブランドマネジメント部�新規接点開発室�
デジタルフューチャーグループ��ブランドマネージャー　
川崎 道文 氏 （写真左から２人目）
アシスタントブランドマネージャー　
久野 慶一郎 氏 （写真右端）
ブランドアソシエイト　
近藤 美鈴 氏 （写真右から２人目）
野村総合研究所��デジタルビジネスデザイン部　
田辺 里美 （写真左端）

Optune App（εϚʔτϑΥϯͷઐ༻ΞϓϦ）ͱOptune zero

（ઐ༻நग़Ϛγϯ）ɺOptune Shot（Optune zeroʹηοτ͢
ΔηϥϜͱϞΠενϟϥΠβʔ）

˞CRM  （Customer Relationship Management）ɹ٬ސͱͷؔ܎Λҡ࣋ɾڧԽ͢ΔͨΊͷ૊৫తͳऔΓ૊Έɻ͜ ΕΛ௨ͯ͡ੜੑ࢈ΛߴΊɺ企業Ձ஋Λ্͢޲Δ͜ ͱΛ໨తͱ͢ Δɻ
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多くの飲食店で導入されているポイント
カードですが、複数人の会計をまとめて
支払うと、支払者だけにポイントが付き、
他の人には付与されません。また、ポイ
ントカードのシステムは何ポイント貯め
たら500円引き、一律数％還元といった
サービスが多く、利用頻度、利用金額、
ロイヤリティなどが考慮されていません。
企業側もポイント・プログラムで集めた
データを活用したいと考えても、わかる
のは購入額、性別や年代などの情報のみ
で、個々人の好みを反映させた新サービ
ス開発に生かしにくい。

こうした課題を解決するために、3社が議
論を重ね、考え出されたのがスマートフォ
ン向け「YEBISU�BARアプリ」です。「店
員がお客さまにビールをお届けする際に、
お客さまのスマホ画面に直接、電子スタ
ンプを押します。貯まったスタンプ数に応
じてステータスが上がり、特典が得られ
る仕組みです。他のお客さまとスタンプ
数を競うランキングもあり、リアルタイム
で更新される特徴があります」と、サッポ
ロライオンの遠藤臣倫さんは説明します。

「スマートフォンのアプリにスタンプを押
す、という動作を入れることで、来店者全
員が特典を受ける対象となります。飲食
途中で自分の順位やステータスを見るこ
とができるので、あと何杯でステータス
が上がるのかがわかります。会計後では
なく飲食中に顧客や店員がアクションを
とれるのは、ありそうでなかったサービ
スです」と、NRIの飯田雅大は指摘しま
す。「NRIはこれまでサッポログループの
基幹システムを主に支援してきましたが、
顧客接点でのサービス開発は新しい挑
戦でした」。

値引きではなく
体験価値の向上で来店を促す

「YEBISU�BARアプリ」は、実質的な
値引きに当たるポイントカードとは一線
を引いたプログラム設計を目指しました。
「スタンプが貯まるほど、良い商品が特
典として提供され、より大事なお客さま
として優遇されます。そして、ビールや料

理などの特典を通じ
て、サービスの価値や
良さを伝え、『ヱビス
バーに行こう』とお客
さまに感じてもらえる
ように工夫しました」
と、ブライアリー・ジャ
パンの荒生知之は語
ります。過去のイベン
トなどのデータも参考
にしながら、顧客視点で節目となるスタ
ンプ数や特典の中身を検討し、体験価値
の向上を図りました。

その結果、「3カ月半で会員数は1万人
と順調に伸びています。なかには、すで
に200スタンプを超えた方もいらっしゃ
り、こちらの想定以上の反応に驚きまし
た。そういったお客さまに店舗で直接お
話を伺うと、特典よりも、スタンプを貯め
ることや順位に興味をお持ちでした。リ
アルタイムでランキングが変わることで
競争意識が高まり、予想以上に『もう一
杯』を促す効果がありました」と、遠藤さ
んは言います。

「YEBISU�BARアプリ」にはアンケート
機能もあり、お客さまの声を収集できま
す。それを分析すると、スタンプを「貯め
る楽しみ」、他のユーザーと順位を「競う
楽しみ」以外に、「履歴を見る楽しみ」も
あることが判明しました。自分がどの店
でいつ何を飲んだのかを履歴で振り返る
ことで、「また行こう」という再来店につ
ながる効果もありました。

他ブランドにも展開可能な
プログラムに

「スマートフォンのアプリという『デジタル』
に店員がスタンプを押す、という『アナロ
グ』を融合させることで、お客さまとのコ
ミュニケーション機会が増えました。現
場スタッフも、ひと手間増えるもののお客
さまとの距離が縮まったと、前向きに取
り組んでくれています。運用が定着する
まで多少苦労もありましたが、NRIさん、
ブライアリ―・ジャパンさんの親身なサ
ポートもあって乗り切れました。今では

NRIさん、ブライアリー・ジャパンさんと
は1つのチームだと感じています」と、遠
藤さんは手応えを感じています。

「2017年9月に検討が始まり、2018年
5月にローンチという非常に短期間での
取り組みだったため、プレッシャーもあり
ました。うまく進められたのは、問題意識
の共有や意思決定がスムーズにでき、途
中でコンセプトがぶれなかったからだと
思います」と、飯田は振り返ります。

「アプリを活用し顧客接点をつくることで、
ヱビスバーで飲食された方に家でもヱビ
スビールを飲んでいただいたり、普段ビー
ルを飲んでいる方にヱビスバーや銀座ラ
イオンに来店いただいたりするようなプ
ログラムに発展させられればと思ってい
ます」と、荒生は思いを語りました。

「お客さまの声を反映させてランキング
や特典などのプログラムを拡充していく
ことに加えて、将来的には銀座ライオン
など他ブランドにも同じ仕組みを展開し
ていきたいと考えています」と、遠藤さん
は今後への意気込みを述べました。
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サッポロライオン　営業部長　
遠藤 臣倫 氏 （写真中央）
　ブライアリー・アンド・パートナーズ・ジャパン�
Executive�Account�Manager　
荒生 知之 （写真右側）
野村総合研究所　産業システム事業一部　
飯田 雅大 （写真左側）
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